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＜2015 年経済学史学会大会報告要旨＞

制御工学から見た経済学：カレツキからフィリップスへ

神武庸四郎

［注意］大会報告集において紙幅制限により割愛された部分は修正のうえ復元されている。

Ⅰ はじめに：基本的な視点

物理学によってみちびかれるメタ経済学の視点（［4］参照）を適用したケーススタディーとして,次

項ではサムエルソンの『経済分析の基礎』の方法的構造を簡単にふりかえり,それとの関連でカレ

ツキの『経済変動の理論』に見られる議論の展開方法をまとめてみることにする。しかし,結論を先

取りしていえば,この比較はあまり生産的ではない。むしろ,景気循環モデルにかんしてフィリップス

とカレツキとを比較するほうが有意義であろう。フィリップスはモデル→政策→システム制御,という

筋道を提示して,システム工学的な「現実的」理論モデルを構想しており,論理モデル（［3］参照）と

理論モデルとの対応をふまえてカレツキと比較することに,はるかに重要なメタ経済学的な意味が

うかびあがってきそうである。両者のモデルの具体的内容そのものはアレンによって詳しく解説さ

れているが,経済量（オブザバブル）の測定というかたちの理論・現実連関についてアレンはまった

く論じていない。ここにかれの解説の限界があるようにおもわれる。制御工学の用語法を超言語と

してでなく分析上の理論モデルの公理的言語として,または解釈を実行するためのカズイスティー

クとして用いることが当面の対象についてメタ経済学的な分析を可能にするであろう。

ところで,ここでシステムの概念について一応の補足説明をしておく。私は数学用語のメタカテゴ

リーの表現形式を念頭に置いて,インプット→オペレーター→アウトプット,という図式そのものをシ

ステムと定義しているが,それはシステム制御工学の用語法でいえば,インプット→伝達関数→ア

ウトプット,という形式におきかえられる。しかし,制御工学的なシステム操作ではこのような形で限

定的にシステムという用語がつかわれているわけではない。インプットとアウトプットとを除外した

部分をシステムとよぶケースもある。以下では概念規定についてあまり硬直的な議論はおこなわ

ないであろう。というのは,本報告で私は制御工学的な操作を対象化して利用することに主眼を置

くつもりだからである。この点にあらかじめ注意を促しておく。

Ⅱ 序論：比較研究をつうじた課題の提示

［α］ 『経済変動の理論』の理論構成の特質

カレツキの理論モデルの意義をひとまず明瞭にするために,サムエルソンの『経済分析の基礎』

にしめされているいくつかの特徴をまとめておく。それはつぎの 3 点に要約される：

(1) オペレーターとしての微分・・・「連続性」の仮定,

(2) 同質的粒子としての「個人」の経済行為・・・「社会性」の捨象,

(3) 経済現象との対応・・・既存の数学モデルの一般化（解析力学的操作）。

こうした経済現象解釈の修正,批判そして拡充という意味をカレツキモデルはしめしている。以

下,順をおってかれの議論を整理しておこう。

(1) オペレーターとして差分の適用→微分オペレーターの回避,ただし,それを「混合」させた微分

差分方程式を定立。

(2) 社会の想定・・・資本主義システムの純粋状態が主役を演じる資本主義社会。

(3) 経済現象との対応（実証）・・・所得,価格などのオブザバブルの固有値系列としての統計デー

タ→それをつうじたオブザバブルの分析。

(1)′カレツキの理論モデルをあらわす基本方程式（微分差分方程式）の具体的なかたち。これに

ついては,のちにフィリップスのケースと比較するうえで便利であるという理由からここではアレンの

まとめ方をひとまず採用することにしよう。それはつぎのように表現される：
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がみちびかれる。

こうした変形の結果,左辺の｛ ｝内はオブザバブル（経済量）をあらわし,右辺には固有値（観測

値）があらわれるというかたちをとっている。微分オペレーターと差分オペレーターとの差によって

表現される経済量とはなんであろうか。連続的な時間による変化率と,経済的意思決定からじっさ

いの取引の実現との関係をそれはあらわしている。しかし,さらに一般化してかんがえると,差分オ

ペレーターは時間差θの存在,したがって時間順序（θ＞0）をあらわしており,時間順序を導入した

微分方程式が微分差分方程式にほかならない。したがって,微分方程式の解の挙動をふまえて解

釈のくわえられるシステムを理論モデル化するうえで微分差分方程式は有効である。また,それに

より時間順序をさらに拡大した「因果関係」が把握可能になる。しかしその限定的意味を考慮した

うえでないと安易な解釈はむずかしい（後述の post hoc, ergo propter hoc）。

このような微分差分方程式の応用にたいして,システムのインプット・アウトプット図式への組み

換えを予想して差分オペレーターを用いないモデルの定式化も可能である。それはフィリップスに

よって提示されている。フィリップスはもっぱら微分オペレーターだけで政策モデルの定式化をここ

ろみているが,それは理論モデルから政策パターンへの読み替えを容易にしている。かれの乗数・

加速度因子モデルはカレツキ・モデルと同様のオブザバブル図式に変換できる。総供給 Y につい

て,単純化のため外生支出を 0 とすると,D2Y+aDY+bY=0 がえられる（［6］参照）。この式を変形する

と,｛D2＋aD｝Y=－bY となって,オブザバブルと固有値－b との関係が明示される。この定式化は,し

かし,現実経済の動態的時間発展的な側面を記述してその表現と解釈をもとめようとする立場から

するとあまり説得力をもたない。またかれは因果関係と応答のシーケンスとを同一視している。つ

まり,経済現象を記述する歴史モデルとしてはカレツキのものとくらべて見劣りがする（もっともカレ

ツキのほうも時間概念の方法的処理を明確にしているとはいいがたいが）。じつは比較の意味は

視点を変更することによってちがったかたちをとってくるというのが以下の議論のかなめである。

［β］ フィリップスの工学モデルの示唆する社会観

(1)基本的な議論の筋：水流装置（仮想実験装置）による集計量間関係の導出→所得の状態(初
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期条件の「静態」的状態）に回帰する（安定化）政策手段の形式的位置づけ,すなわち,理論モデル

→政策

(2)オペレーターを機能させる状態→総需要

(3)人間の特徴づけ

人間＝「水の分子」,すなわち流体を構成する因子として,同じ性質をもち,同じ入力に同じ応答を

する無機的存在。したがって人間を同じ型のロボットとみなすこともできる。その意味でフィリップ

スモデルでは「ロボット教育」が前提となる。論理モデルとの関連でいえば,プロクルステスの寝台

に縛りつけて理論＝政策連関に適合した人間の集合体としてモデルをつくること,それがインプット

集合（domain）を構成するように作為をほどこすこと,これがフィリップスモデルでは不可欠となる。

いわばモデル政策を前提としているわけである。そのばあいの「作為」こそ,教育システムにほかな

らない。戦後の日本はその意味で「先進的」である。ロボット,より正確にはインプットに受動的に応

答するだけのオートマトン人間の大量生産が戦後の文部官僚（かれらも準ロボットである）の目標

となった感がある。数値基準（テスト・成績の点数,教員の「勤務評定」など）を通じて（とくに初等中

等の）教育システムが制御され,結果的には大量の「ロボット」が生産された。しかし,このロボットは

セルフコントロルの能力が著しく低い。コマンドがあれば応答するが,自己のコントロルにはあまり

関心がない。そこから社会的な次元で深刻な問題が生ずる。

(4) 政策の特徴

三つの安定化政策類型：①比例的安定化政策,②積分安定化政策,③微分安定化政策,が設定

される。これらは動的システムとしての総需要・総供給システムにたいしてその構造調整（発散・

振動の抑止など）を企画するばあいの抽象的政策である。制御工学の用語法からすれば,①は静

的素子であり比例制御動作を意味し,②は積分素子であって積分制御動作を指示する。これらは

システム制御の（操作可能な）「過去」につながるが,③の微分制御動作は「未来」に連結するであ

ろう。個々の経済政策は工学的視点からすると補償（compensation）を意味すると解釈されるから,

①はゲイン補償,②は位相おくれ補償,そして③は位相すすみ補償に対応する。経済政策にとって,

工学上の PID 制御動作は,広い意味でビルトインスタビライザーに帰着するであろう。さらに,フィリ

ップスの制御論は非線形システムを視野にいれているものの「確定システム」を対象としており,確

率システム制御は考慮外におかれている。

じっさいの総需要・総供給システムはⅰ）閉ループではなく,開ループ（フィードバックのない）シス

テムであり,ⅱ）したがって,非循環的,あるいは不可逆的である。これに可逆性をもたせるための工

夫が工学的制御理論の基本である。伝達関数がユニット（参照入力［reference input］≒出力）―

インパルス応答のラプラス変換が伝達関数であることに注意！―となるように補助ループを挿入

するというのがそれである。これについてはアレンが経済理論的に明快な―しかし、制御工学的

にはちぐはぐな―説明をこころみている。しかし,同じくアレンが指摘していることだが,工学的調整

と異なり経済政策的調整ではタイムラッグの調整ができない。さらに,たとえば公共支出のシステ

ムのような補助ループをとりこんだばあい,その結果生ずる資本ストックの累積や外部効果（たとえ

ば公害や利権集団の形成など）は不可逆的に経済過程に沈殿する。前者はカレツキが重視した

要因である。しかし,かれはその政策的な意味を理論モデルとして明示しているわけではない。

［γ］ カレツキとフィリップスとの比較―要約

私たちはふたたびカレツキとフィリップスの理論モデルの比較に立ち返ろう。

(1)カレツキの理論モデルの評価

差分をΔ,和分をΣであらわすと,Z 変換された空間で PID 制御に対応するのは PΣΔ制御であ

る。この用語法をふまえてかれの理論モデルを評価してみよう。資本主義システムのもとではあら

ゆるものが A/D 変換をこうむってディジタル化されるから,集計量にそくしてその複合体（国家をふ

くむ）を理論的に表現しようとするならば,さらにそれを制御対象にしようとするならば,カレツキは差

分方程式表現に徹すべきであった。微分差分方程式モデルのばあい,制御につながるアルゴリズ
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ムを検出するのがむずかしく,その意味で制御という発想は埒外におかれてしまう。かりにかれの

モデルが差分方程式で構成されていたとすれば,そこでの制御動作は PID 制御ではなく,いわば P

ΣΔ制御というかたちをとってヨリ現実的な制御に帰着したであろう。

いますこしくわしくいおう。微分方程式あるいは差分方程式だけで構成される dynamical

system(理論モデル)であれば,ラプラス変換あるいは Z 変換によって時間軸を捨象し static

operative structure に移し変えることができるから,モデルの「制御」はなんらかの代数（2 項）演算

と同値になる。この時間捨象操作こそ経済学的には「政策」を意味する。工学的には制御の「設計

（synthesis）」である。この経済政策的視点の欠如がカレツキモデルの特徴であり,その意味でか

れのモデルは経済史を形式的に表現する理論―経済史の理論！―ではあっても経済政策の理

論とはなりえていない。そこがつぎのフィリップスモデルとの大きな差異である。

(2)フィリップスの理論モデルの評価

フィリップスは資本主義システムという概念をはじめから想定していなかったために「資本」の独

自的な意義に力点をおかずケインズの集計量モデルに依拠せざるをえなかった。また,そのモデ

ルについて「制御」をかんがえるうえでは工学的制御手法をそのまま機械的に適用したにとどまる。

したがって集計量モデルの制御は工学的制御の近似的適用というかたちをとるほかなかったので

ある。その意味でかれのモデルは経済史の理論としては不適格である。しかし,時間を捨象して政

策的要素を抽出するうえでかれの理論はカレツキのそれよりも有力である。ケインズの指摘を俟

つまでもなく,集計量のフローを対象とした経済政策は「短期的」であるといえるかもしれない。もっ

と正確にいえば,時間の捨象と取込みをつうじてはじめて可能になる集計的経済システム制御が

この種の経済政策であるともいえよう。そこではいわゆる「歴史的時間」は考慮外におかれストッ

ク（環境,資本,テクノロジー）に主眼をおいた政策的視点は失われるであろう。フィリップスは時間

領域と周波数領域との可逆的変換（ラプラス変換と逆変換）を前提とした工学的制御に理論の重

点をおいたのである。フィリップスの理論モデルがかりに差分方程式に置きかえられていたらどう

であろうか。そのばあいでも,Z 変換によって（可逆的）時間の捨象と取り込み（後者のばあいは逆

Z 変換）を実行しつつ適当なサンプラーと単純化されたホールドによって A/D 変換と D/A 変換を

おこなえば,工学的制御の理論的可能性は維持されたであろう。他方,カレツキ流の微分差分方程

式はかれの視点からすればあまり実効性のないことになる。いずれにせよ,かれの制御工学的理

論モデルはもっとも抽象的な意味で経済政策の理論に帰着するといえよう。それでもやはり,フィリ

ップスモデルの没歴史性はいかんともしがたいのであって,ケインズ理論への回帰が要請されるゆ

えんである。とはいえ,かれの理論モデルは,ボールディングのいう「経済政策の原理としての経済

学の原理」を指向するものであって,その点では第 2 次大戦後の経済学の展開可能性について

（擬似科学としての著しい特徴をもつ）アメリカの主流派経済学（［4］参照）とはいくぶん異なる方向

をしめしていたようにおもわれる。この点はフィリップスの議論の特質を形成するので,いますこし

付言しておく。

フィリップスの導入した工学的視点は,上に示唆したように経済政策主体の問題をみちびく。そこ

にかんがえられる論点をいますこし詳しく追求してみよう。

まず,フィリップスの乗数加速度モデルにおける制御工学的特徴を抽出するために前出の微分

方程式をもういちど引用しよう。すなわち,D2Y+aDY+bY=0 である。この式は入力がないばあいのシ

ステムの自由応答とみなされる。これに強制応答を加えた状態方程式の応答がいったんあたえら

れて数学的演算がおこなわれうるのであれば,「現代」制御理論の手法をもちいた分析が可能とな

り,そのかぎりでシステムの安定性や可制御や可観測の形式的評価について論じうるであろう。

さて,ここまでで通常の経済学史的な比較研究はひとまとまりになるかもしれないが,私の課題は

ここからはじまる。カレツキとフィリップスという二人のモデル作りマニアの議論を追跡することに私

の関心があるわけではない。むしろかれらの理論モデルの根拠となる構造概念のちがいをあきら

かにすること,そこから社会システム分析の可能性をさぐること,そうしたメタ経済学的な課題があら
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ためて設定されなくてはならない。

Ⅲ 対論：複合的社会場における経済システムと制御システム

［α］ 視点切り替えのための構造主義的概念構成（［1］参照）

構造化された（structuré）構造,すなわち実在を模写する構造としてかんがえられたシステムの

ことを構造システムとよぼう（機能システムという名称をつかうばあいもある）。カレツキの理論モ

デルは資本ストックをくみこんだ現実経済の模写をあらわす構造システムであって,経済史的事実

の理論的整理としての意味をもつ。当然ながら,そこには政策（制御！）の視点が欠けている。他

方,構造化する（structurant）構造,すなわち主体としての構造としてかんがえられたシステムは存

続システムあるいは制御システムとよばれるであろう。フィリップスはいくつかの集計量の因果連

鎖図式―「フィリップス機械 (Phillips Machine)」―によって現実の経済を描写しようとしたのであっ

て,それは制御システムとしての経済モデルの表現と見なされよう。その結果,システムの安定化

（参照入力と出力との相関の調整）を目的とする制御要素（PID）導入が可能となる。

［β］ 社会場における経済システム

「制御システムの応用対象としての経済学」というイメージから視点を切り替えると,複合する社

会システムをどのように分析するかという論点が問題としてうかび上がってくる。

（1） 社会場の概念（［2］参照）

弁別可能要素（個人）からなる「潜在社会」ないし可能的社会システムの集合が特定の観点から

類別され現実化している社会的時空を社会場とよぼう。たとえば,政治の場,法の場,経済の場など,

あるいはそれらの複合体がそのように名づけられる。

（2） 社会場の安定化

一般的にいえば,社会場を物理的な場に近い状態,つまり要素集合の不可弁別性が保証される

ような状態の生起が可能となるならば,物理システムを対象とするシステム制御テクノロジーは社

会システムに適用可能となる。とくに社会場の安定性が確保されるには個性を抹消し可制御な教

育システムが要請される。そのばあい,官僚制をつうじてオブザーバシステムあるいはフィルターシ

ステムが装着されうることになる。そこに制御工学の社会システム・バージョンがひとまず制御者

＝支配者の側から案出されよう。

システムをつうじて教育される人間としては社会＝「水」の「流れに掉さす」ロボット型の人間類型

が必要になる。一方で、支配しやすい低民度の「多数派」＝大衆を「教育」するシステムが形成さ

れなくてはならない。その結果、経済政策の「政治的非対称性」も解消されうるだろう。他方,フィリ

ップスの提示した安定化政策の立案と実行の主体は社会を構成する人間であるが,そこには「ハ

ーヴェイロードの前提」（ハロッド）と類似の仮定が必要になってくる。ロボットのなかから能動的に

思考し実行への決断をくだす「人間」をどのようにして選抜するかという矛盾をはらむ問いかけが

おこなわれなくてはならない。この選抜方法も日本のようなばあいには官僚＝ロボットが担当する。

目標を言明する操作可能な「シンボル政治家」をトップにおき,その周りをたとえば栄典（勲章・褒

章）制度により序列化された「権威」で補強しつつ調整を加えていくのである。そのときこの「政治

家」は人間として有能でなくとも知性がなくともよい。官僚の「輔弼」におうじて期待通り反応するオ

ートマトンであれば十分である。いずれにせよ,資本主義システムに適合した「人間機械」の生産シ

ステムをつうじて実質的な政策主体が不在であっても,型どおりの政策類型を実現する社会的条

件は整えられている。その根幹は官僚制国家によるロボット化教育にある（教育を国家教育と同

一視したプラトン的観念のディジタル化！）。たとえば,特定学年の児童の模範型（参照入力）→コ

ントローラ（文部科学省）→アクチュエータ（学校）→次学年の模範児童（出力）・・・というような因

果系列が機械化されなくてはならない。これはそれ自体不可逆的であって,大学（大学院）修了ま

で連続した開ループ制御システム（存続システム）を実現するだろう。

ところで,あらためて資本主義システムに適合した教育システム―端的に資本主義教育システ

ム―は可観測であろうか,あるいは可制御であろうか,といった（制御＝支配する側から提起され
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る）制御問題にとりくむためには,もっと一般的に工学的制御類型と社会システムへの適用可能性

について個別に評価する必要がある。とくに,社会システムの要素の個数やオポチュニズムないし

「コーポレーション化」と社会システムとの関連などが重要になってくる。

（3）社会システム概念の特徴

直観的にいえば,フィードフォワード制御と通常の存続システムとしての社会システムとの対応,

フィードバック制御の社会システムにおける局所性,適応制御とオポチュニズムの温床としての社

会システム特性との関連,ロバスト制御と硬直的官僚制との関連など,いろいろな問題が指摘でき

るが,明確な用語法を欠いていたのではこうした言明はあまり正確な意味内容をふくまない。そこ

で,システム概念と社会システム概念との関連について簡単に整理しておこう。

まず,構造としてのシステムないしシステム構造（以下,混乱のおそれのないときにはシステムと

略称）は形式的（数学的）構造によって表現される。前に示唆したことだが,もっとも抽象的には圏

または超圏（メタカテゴリー）の構造としてシステムはあらわされる。このばあい,圏自体が半群構

造をもつことに注意しなくてはならない。［いますこし抽象度を低めて、しばしば関数解析の手法を

用いておこなわれているように線形関数空間でシステムが公理的に定義されるばあい,「因果性」

公理（［9］参照）が必要になる。というのは、システムが物理的に実現可能となるためには物理的

時間概念およびそれと関連した熱力学的な諸法則を考慮して不可逆性の形式化が要請されるか

らである。］

ところで,機械の概念は工学上の制御システムに相当する。それ以外は社会システムであるか

システム一般であって機械ではない。したがって,官僚制は機械類似システムとして機械と見なしう

るが,太陽系（solar system）はシステム（構造）であっても機械ではない。社会システムは機械類似

のオペレーターをもつが,その基本的な特性はクロープン・システムとして存続システムである（［3］

参照）。そこにはダブル・コンティンジェンシー（非対称・不可逆・不確定な 2 項関係の内部化）とい

う特質が見出される。もとより,それは可制御や可観測という機械システム特性を部分的にはしめ

すが,その特性はこのシステムに特有ではない。ここで可制御とは時間的に定義された適当な制

御入力を用いて任意時間になんらかの始状態から終状態へとシステムの全状態を移す能力を,可

観測とは任意時間にわたる入出力の知識からシステムの全始状態をさだめる能力を意味する

（［10］参照）。また,社会システムの domain や codomain は個別的抽象的には不可弁別性をもつと

仮定されているが,基数nの人間集合のベキ集合として（潜在的ないし可能的なものをふくめた）諸

社会システムの複合体はこの仮定と無矛盾ではない。後者の集合の基数は n!－（1 元集合

（singleton）の個数）－（空集合の個数 1）であるが,個々のシステム構成要素の制御システム内部

の役割におうじて社会システムの個数はさらに膨れ上がる。したがって,物理システムを社会シス

テムに変換するには相対論的力学のような「読み替え」が必要になる。一般的に社会の存続シス

テムはシステム構造であるが,原理的に可制御システムをそなえていないばあいが多い。アドホッ

クな制御が想定されるにすぎないとすれば,それは「脱制御(control-free)」なシステムとなりうる。

たとえば,官庁はそれ自体存続システムと見なされるが,政府,国会あるいは特定の官庁（人事院な

ど）によってアドホックに制御されるにすぎないという側面をもつ。しかし,官庁というシステムはそ

れ自体オペレーターでもあって,特定の公務集合をインプットとし,その処理形態をアウトプット集合

とする制御システムでなくてはならない。かつてカーライルは人間全体を「奴隷」と「奴隷主」とに類

別したが,これを命令者と服従者というように命名すれば,官僚システムは,命令者⇒「下に」命令す

るように命令される服従者,という要素的順序関係によってなりたっている命令＝服従（支配）シス

テムである。ウェーバーの定義はこれに対応する。またそのシステムが社会を覆っているときには

そこに成立する全体システムはマルクスのいう「総体的奴隷制」（全体主義！）となろう。ところで,

官僚システムは,上述の意味で,一般に可制御であるが不可観測である。というのは、システムの

内部を構成するモード集合（次項参照）から入力集合への逆写像が存在するが出力集合への写

像は必ずしも存在せず,わけのわからないうちに元の組織形態（出力）が復元されるばあいが多い
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からである。

社会システムをその成分としての個人からかんがえよう。個人は工学的なシステムとみなすこ

とができるが,それだけではおさまらない。社会のなかで個人は多様な心理的「外乱」にさらされる。

それを内部情報化してフィードフォワード制御をおこなうことも,またフィードバック制御を実行する

ことも人間には可能であろう。その典型的なかたちがセルフコントロル（→自己支配としての民主

主義！）である。しかし,それは一元化できない制御対象である。しかも,個人は重層化した諸社会

システムの「成分」である。たとえば,夫婦関係,家族,親子関係,会社,自治体,国家等々の,ダブル・コ

ンティンジェンシーをともなう社会システム（複合体）が単一の個人を覆っている。その状況で個人

は同一性をたもつイマジネーションをたえず働かしておかなくてはならない。こうした比較論をつう

じて,つぎに経済システムの特徴をあらためてかんがえなおしてみよう。

（4） 経済システム概念の再構成

経済システムは社会システムであると同時に工学的システムでもあることから方法上の問題が

生ずる。その意味で①工学の応用できる経済システム,および②工学の応用できない経済システ

ム,という区別が必要である。これらは,複合的社会場を土台として,しばしば全体システムのサブシ

ステムとして入り混じっているから問題が生じることになる。機械システムや電気・電子システムに

おいて経済的視点からおこなわれるシステム設計（たとえば無人工場）やエネルギーの経済性や

効率性という視点からとらえられた物理システムは①に属する。①のなかに②が入り込んで全体

システムをつくるというのが経済システムの一般形である。イギリスの工学者タスティン(Arnold

Tustin)は 1940年代にほぼ完成した「古典」制御ないしスカラー制御の手法を経済システムに適用

しようとした。かれは周波数応答法によるシステムの安定性判別（Nyquistの方法）といった「古典」

的手法を集計的経済諸量の政策的方向づけに適用しようと試みている。タスティンは説得力のあ

る説明によって上記①および,①と同等と見なされる経済諸量間の関係構造（たとえば,消費率＝

入力と受注率＝出力との関係）の制御可能性を論じている。さらに,最終的にはアナログシミュレ

ーター（前記の「フィリップス機械」はその典型）による経済政策システムの表現可能性に言及して

かれの論説をしめくくっている。しかしながら,②のなかにふくまれるさまざまな社会システム要因

のシステム論的な評価（たとえば,政治の場と法の場との連関）は,当然のことながら,実行されてい

ない。タスティン以降の, 1960 年代からいちじるしい発展をとげた「現代」制御のさまざまな手法や

多入力多出力システムの制御方法などを,制御＝支配する者の関心にしたがって経済的集計量

に「応用」するとしても,②の分析は依然としてむずかしいであろう。また,外乱の取り込みやシステ

ム「環境」の評価におうじて想定できるアナログ（そしてディジタル）シミュレーターはいくつもありう

るしシミュレーションの「精度」と諸社会システムの合成結果とは齟齬を来たしうるから,現実的「応

用」は困難をきわめるにちがいない。たとえば、諸社会システムの合成によって「経済の場」をシミ

ュレートできたとしても,それを可制御・可観測システムの「実在型」と見なすことには無理があろう。

［スライドⅠ参照］

以上のような工学的視点から,もういちど,政策主体と人間のロボット化についてかんがえてみよ

う。経済システムを政策的に「制御」しようとするならば,そのひとつの手法として人間を,物理システ

ムを構成する不可弁別粒子とおなじく,同質的機械に変換することがかんがえられる。それは社会

システムを物理システムへと変換することを意味するのであって,哲学者のいう「物象化」のシステ

ム的意味にほかならない。象徴的な表現をするならば,現代の「物象化」の起点は人間をロボット

システムに変えることである。そうすれば「社会性」の配慮は,すくなくとも制御の面からは,大いに

単純化されうるし,ばあいによっては不必要になる。そうした方向への社会の動きを前提としたうえ

でひとつの問題を提示しよう。ディジタル制御工学のA/D変換器（サンプラー）および D/A変換器

（ホールド装置）という用語法との類推でいえば,社会には H/R 変換器と R/H 変換器が存在する。

Hは人間を,Rはロボットを意味する。まず,H/R変換器の役割を典型的に果たしているのは官僚制

（会社,国家官吏などの組織）である。公私峻別という官僚制の機能的特徴の一つ（ウェーバーの
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規定）にそくしていえば,官僚制は人間を機械＝ロボットに変換しうる。この変換は社会的強制の要

素,たとえば「軍事的社会」（スペンサー）,あるいは「機械的連帯（solidarité mécanique）」（デュルケ

ム）という形で概念化されている諸要素を介していっそう現実的になるだろう。他方,このばあい逆

変換の役割をはたすべき社会システムは家庭であろうが,それはあまり現実的な想定ではない。

むしろロボットのまま,ふたたび官僚制の入力になる人間がきわめて多いであろう。いずれにしても,

この非対称性は支配＝命令する側にとって好都合である。しかし,支配者自体がロボット化して意

思決定能力を喪失してしまうと,支配行為が定型化し支配ロボットと被支配ロボットとの機能分化

が現出するばかりで,本来の意味での社会的諸関係は消滅するかもしれない。それはまた人間か

ら独立した、「商品による商品の生産」、「ロボットによる商品の生産」そして「ロボットによるロボッ

トの生産」（機械の自己再生産［スライドⅡ参照］）という自足的トリアーデの成立（本来の人間存

在の「抑圧」体制の形成）を意味するであろう。

（5） 社会システムの可制御と可観測

最後に,経済システムをふくむ社会システムの可制御性および可観測性についてまとめておこう。

制御工学上の用語法を,ひとまず,（通常の用語法とは力点の置き所がやや異なるが）圏論におけ

る射の概念とむすびつけて規定しておく。システム応答の基本形集合（関数列）をシステムのモー

ドというが,モード集合からインプット集合への逆写像が存在する（インプットがすべてのモードに作

用する[ただし,作用と射とは方向が反対]）ならば,システムは可制御であり,モード集合からアウトプ

ット集合への写像が存在する（アウトプットにすべてのモードが作用する[ただし,作用と射は方向

が同じ]）ならばシステムは可観測である。一般に,人工的な物理的多次元システムの制御にさいし

て特定の次元をもつシステムが不可制御のばあい,状態方程式の次数を引き下げて可制御にす

ることがしばしば実行される。それは社会システムとの関連でいえば,システムの「コーポレーショ

ン化」として特徴づけられよう（［3］参照）。とくに社会規範のシステムである法大系をつくる議会シ

ステムは「コーポレーション化」に起因する非合理的制約を除去するため,法律の改正と追加の連

続的処理をつうじて,しばしば一種の「ゲイン補償」をおこなう。また、政策対象の経済システムが

不可制御であるにもかかわらず可制御であるかのように見なす「議論」が経済学ではしばしば見

受けられる。政策効果のあることが検証できないのにそれがあるはずだと主張するような詭弁、つ

まりpost hoc, ergo propter hocの誤謬を犯している「政策論議」がそれである。もとより,これらの事

例は現実に妥当するとしても、とりあえず例証のために用意されたに仮説例すぎない。

他方,システムの可観測性についても社会システムのばあいには重要な論点がありうる。工学

システムのばあい,しばしばフィルターシステム（カルマンフィルター）が状態観測器（オブザーバ）と

して用いられる。社会システムにおいてもフィルターは重要な意味をもつであろう。たとえば,不可

弁別性を実現してシステムの内部状態を同質化するばあい,多数決によるマイノリティの排除に見

られるように,個性的で反抗的な,異論をとなえる人間たちをフィルターにかけて消去するか影響を

除去する（フィルタリング！）必要が生ずる。それは「コーポレーション化」にさいして常套手段とな

っている。そのシステム的意味は外見的に可制御であるのみならず可観測でもある社会システム

の形成にある。その結果,一意的な伝達関数（確定した入出力関係）が定められてシステムもどき

の制御が強行されることになる。

Ⅳ おわりに：問題の再提示と展開

上述のように,システムを運営する人間集団がつくりだす社会システムはその要素が弁別性をも

つ分だけ,きわめて多数の部分システム（ベキ集合）をもたらす。そこには「潜在社会」が大量に生

成するが,しかし,さらに合理化をはかるためにシステムの入出力集合のベキ集合を想定する必要

が生じたときには「共変拡大」や「反変拡大」を考慮した可制御･可観測条件が「計算」対象になり

システムの合成は複雑をきわめることになる（マーシャル以来経済理論家－カレツキもその一人

である－が推論の過程でしばしば口にする ceteris paribus の文言はこの「合成」を回避するため

の口実となりうること,さらに,そうした「手順」によってつくられた経済モデルを「現実」に接近させれ
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ばさせるほどpost hoc, ergo propter hocの誤謬を犯しかねないことに注意。これに対してシステム

固有の思考回路の特性をしめせば、それは tota simul［全部いっしょに］と表現されよう。）。こうし

た状況がシステムの安定性に付与するリスクを回避するためには少なくとも不可弁別の同質要素

（たとえば,同型のロボット集団）を前提として制御システム設計がおこなわれなくてはならない。そ

の結果,社会は消去されなくてはならないから,ついには社会システムの制御はできなくなる。制御

システムを操作する技術者の集団は専門家集団である。かれらの「専門知識」のむけられる対象

は制御システムの集合であり,それらは集団的利害にそくしてオープンであると同時に閉じている,

つまりクロープンシステムをなしている。他方,過剰な分業によって分断された「専門知識」から外

れた非専門領域,とりわけ多様な社会的科学的知識集合に直面すると,かれらは幼稚な「社会貢

献」論を持ち出して自己の社会的地位を認知させようとする。たとえば「産学協同」とか「産官学協

同」とかいうスローガンは自明の前提と見なされる。ここでは非社会的人間類型の無意識的な社

会行動が,多様なかたちで介在する諸社会システムの動きを規定する。複合した社会システム集

合のなかに,いわば外挿された制御システム集合が存立するというかたちで,制御システムとそこ

に層化して織り込まれる人間集団の社会システムが一体となって全システムはできあがるが,この

状況は全体システムを社会的に制御するうえで人間の能力のおよばない次元を示唆している。そ

れは,「特化」と区別される「分化」（［3］参照）の原理的内部化が不可欠であるにもかかわらず,その

担い手を見出すことがますます不可能になっている社会システム状況なのである。ここでふたた

び私たちは,一般化された「ハーヴェイロードの前提」―政策＝当為の担い手―問題に,なかば絶

望的に邂逅することになる。

最後に,メタ経済学的な「応用」の可能性を例証するために、また同時に、つぎに予定される研

究課題の一例を先取りする意味で,これまでの用語法をシュンペーターの資本主義論（［12］および

［13］を参照）に適用してその解釈をごく簡単にしめしておく。社会システム論の言葉で表現すれば,

かれのいう「放任資本主義（unfettered capitalism）」システムの「創造的破壊」過程は「擁護階層」

などの外生的「環境」を破壊するかたちですすむから,その結果,前者の命運は尽きるほかなくなる。

しかし他方,「放任資本主義」の生き残る可能性もないわけではない。「放任資本主義」システムが

それ自体の「革新」をつうじて存続システムとなるためには、また、かれのいう「管理資本主義

（Guided Capitalism）」や「国家資本主義（State Capitalism）」を「克服」するためには、自らの力で

その「環境」を形成する社会システム（国家,官僚制）を可制御かつ可観測な状態にする必要があ

る。とはいえ,そうした状態を現実につくり出すには「環境づくり」とともに資本主義システムの内部

組織の官僚制化が阻止されなければならないだろうが、そこには,一方でマックス・ウェーバーの

示唆した官僚制化の自己増殖的な無窮道と,他方では、いわば 2 重の「創造的破壊」構造が立ち

はだかることになる。あわせてこのような視点から見ると、かつてサムエルソンが「平和共存」の経

済学版としてもち出した mixed economy 概念の没理論的性格も,そして戦後アメリカ主流派経済学

ないし「経済分析」の,実体的基礎をもたないヴァーチャル・テクノロジーとしての性格も明確になろ

う。
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